平成○○年（ワ）第○○号　損害賠償請求事件
原　告　　○○　外○名
被　告　　株式会社ベネッセコーポレーション　外１名

第１準備書面

平成２７年○月○日
○○地方裁判所　　御中
　　　　　　　　　　　　　　　原告　　○　○　　○　○

原告○○（子）法定代理人　○　○　　○　○
　
　原告主張の事実（訴状第２の２（３）①②，第１準備書面第１の２）と過失・不法行為の成立（個数等）について
１　まず，注意義務については，訴状記載の通り，被告らには，顧客等から収集した個人情報（本件個人情報等も含む）の漏えいを防止し，これを安全に管理するために必要かつ適切な措置を講じる義務及び従業員の適切な監督や個人情報の管理を第三者に委託する場合には当該受託者にも同様の安全管理措置を講じさせた上でこれを遵守させる義務，すなわち保有する個人情報の漏えいをさせないようにするために必要な措置を自らとり又は委託先等にとらせる義務を負う。この注意義務が原告らの主張する注意義務であり，これ以上具体化する必要はない。現に，既に指摘した京都地裁平成１３年２月２３日判決の控訴審大阪高裁平成１３年１２月２５日判決（最高裁平成１４年７月１１日第一小法廷決定で上告不受理）では，「秘密の保持に万全を尽くすべき義務」として注意義務を認定し，また，業務委託先からの派遣社員が顧客情報を取得した事件についての大阪地裁平成１８年５月１９日判決（大阪高裁平成１３年１２月２５日判決で原判決変更し一審で勝訴した被告にも責任を負わせた，最高裁平成１９年１２月１４日第二小法廷決定で上告不受理）では，個人情報の管理に関する一般的な注意義務として「当該情報への不正なアクセスや当該情報の漏えいの防止のその他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講ずべき注意義務」（リモートアクセスに関する注意義務については「不正アクセスを防止するための相当な措置を講ずべき注意義務」）を認定しており，注意義務としては，この程度の抽象的なもので足りる。
２　上記注意義務を前提として，被告らの注意義務違反の具体的な行為（不作為）が，訴状及び第１準備書面に記載した①アラートシステムの設定ミス，②書き出し制御の不徹底，③個人情報の流出の監視・監督のためのダミーデータによるチェック（被告らによる釈明の結果によって，④アクセス権限の不適切な管理や⑤データベース内の情報管理の杜撰さ）及びベネッセについてはシンフォームに，シンフォームについては業務委託先に，①から③（④・⑤）をさせないようにすることを怠ったことにあたる。
そして，これらは各行為（不作為）について，それぞれ独立した不法行為が成立するだけでなく，またこれらを一つの不作為と捉えれば全体として一つの不法行為が成立し，それらは選択的併合の関係にある。
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